                           　　　　　　 2005年6月8日  第一回県政フｵ－ラムでの報告から

             脱ダムを進める諏訪地方の運動

                                              　　　　　　環境会議･諏訪 事務局長  清水 馨

  諏訪の清水です。今諏訪地方では、いろんな問題を抱えていて、頭の中がサラダ状態です。その中でも特に治水の問題、下諏訪ダムや蓼科ダムが中止となった後の、ダム無し治水計画では、県の土木部と同じような仕事をしています。ダム計画の問題点と言う点では、山岸さんの報告もありましたので、その辺は割愛して、私は蓼科ダム計画反対運動とその後の動きを、吉村県政時代から田中県政に移行した変化を踏まえて報告したいと思います。反対運動は吉村県政時代約十数年続けられてきていましたが、終盤の戦いは田中県政の誕生による、脱ダム宣言とそこから設置された「長野県治水、利水ダム等検討委員会、更にその下に設置された上川部会の場に移っていきました。

  諏訪地方には蓼科ダムと平行して、もう一つ、下諏訪ダムに反対する運動が続けられていました。諏訪地方には十数年前から、各市町村で様々な市民運動が活発な運動を続けていますが、歴史的には皆さんもよくご存じのビ－ナスライン反対闘争や大河原セギ水利権闘争、小田急電鉄の奥蓼科開発反対闘争等の住民運動が、1960年代から1970年代にかけて、全国に先がけて活発に闘われたわけですがその後は、これも全国に先がけて行なわれた開発最優先の西沢県政、中でも長野県が全国で始めて設置し、リゾ－ト開発誘導を専業とした企業局の活動によって、雪崩のような開発ラッシュが諏訪地方を主舞台として展開されました。この動きの中で住民運動はほとんど沈黙させられてしまいました。  この沈黙の期間が、ほぼ２０年くらい続きましたが1980年代に入って、霧ヶ峰高原に別荘開発計画が再燃したことをきっかけに、往時の活動家の生き残りが結集して環境会議･諏訪という組織が結成

されました。環境会議､諏訪と言う組織は、諏訪地方６市町村を統括する様な組織で、その後結成さ

れていく各市町村の環境組織と連携をとりながら運動を進めていくと言うスタイルをとっていますが活動の中で特に重視しているのが学習と情報の伝達です。

  学習活動では時々の時事的な問題と並んで、環境問題での基本的な知識の習得に力を入れています。そして何より、これらの学習と情報の伝達を担っているのが機関誌活動です。環境会議･諏訪が発足

して16年になりますが、変形Ａ４版で８ペ－ジから多いときは１２ペ－ジというかなりボリュ－ムのある紙面で、発足以来欠かすことなく毎月発行を続けてきました。地味な活動ですが、長期的にはこの活動が力を発揮しているのではないかと思います。

  活動の面から言えば、ご存じのように諏訪地方、とりわけ茅野市は、曾て市が観光ＰＲのキャッチフレ－ズにした「リゾ－ト合衆国茅野」と言わしめるほどの開発を誘致しました。当時私達はこれをもじって「リゾ－ト植民地、茅野」と揶揄しましたが、さすがに茅野市も少々恥ずかしくなったのか、その後この呼称を使わなくなって現在に至っています。現在の開発地面積は約４７００ｈａ、これは全市面積の２０％近いものです。別荘戸数は１万戸を越え、夏場のシ－ズンにこの観光地に宿泊可能な人数は５万人と言われています。言ってみれば山の上にもう一つの茅野市が出現するというわけです。これらの開発は、住民運動が沈黙を余儀なくされていた期間に誘致されたものです。

  ところが、バブルの末期にあたる1990年代から再び、ゴルフ場を中心とした開発計画が諏訪地方のあちこちに持ち上がりました。開発会社数８社、その開発計画総面積は約２５００ｈａ、これに二つのダム計画が加わっていました。  環境会議･諏訪の10年間の活動は、これ等の新たな開発に対する

全面闘争でした。「諏訪地方にこれ以上の開発はいらない」を合い言葉に展開された活動は、多くの市民の支持を得て、現在も未解決の一開発計画を除いて、ほぼ全開発計画を中止に追い込みました。  しかし、ほっと一息入れている暇はありません。下諏訪ダム、蓼科ダムという二つのダム計画が大きく進行し始めました。リゾ－ト開発などの問題には一種の共通性があって、又同時進行の計画も少なかったんですが、二つのダム問題は同時進行で、計画内容の解析も対応も個々に進めなくてはならず、その結果諏訪地方の運動は実質的に二分されなくてはならないと言う事態になりました。

  これは当時非常に困りました。しかしその困難の中でも、統一的な組織として環境会議･諏訪があって、両方の運動の情報交換や、大局的な分析が行なわれていた事が、運動の完全な分断と言う事態を救うことになり、その後の統一的な運動の発展に寄与したと思います。  ダム計画がいよいよ用地買収に入り、総仕上げの段階に入る中で、蓼科ダム反対運動は不売地主を中心に立木トラストや土地トラストで対決していましたが、これも県が強制収用という手段に出ればまず勝ち目はありません。

  しかし、まさに救いの神のように田中知事の誕生、そして「脱ダム宣言」と、予想だにしなかった状況の変化が起こりました。ダム反対運動を二つも抱えた諏訪地方とすれば、田中県政の実現は、まさに藁にもすがる切実な願いでした。諏訪地方の全市民運動が田中当選のために全力を尽くして闘ったことは言うまでもありません。結果、田中県政の誕生、そして脱ダム宣言、これに抵抗して県議会が条例で設置した「長野県治水、利水ダム等検討委員会、更に、その中に設置された部会が、ダム反対運動の主舞台となっていきました。「ここでの結論がダム計画の是非に直結する」という認識で、全ての運動をここに集中することになりました。当時上川部会の設置は少し遅れていて、その間に下諏訪ダムの砥川部会や浅川部会は先行した論議が続けられていました。これは上川としてはずいぶん幸運なことでした。浅川や砥川の論議の進展を見ていると、ダム反対と賛成が真向から対決している、我々としては、ああいう論議をするべきではないんではないか。

  上川部会は、両論併記ではなく、何がなんでも全会一致でダム計画中止に持っていきたい、という方針ができあがりました。しかし、これはなかなか高等戦術を要するむつかしい事になるわけですが、兎に角、ダム反対論を声高に叫んでも平行線をたどるだけだろうから、最初からダム反対論を打たないと言う事ですが、これは、上川部会の部会長がダム推進派の急先鋒であった県議の浜氏で、彼が粋がってそういう方針を部会に示したことを逆手にとったわけで、彼は部会論議をダムなしの代替案作りから始めようと言い出したんです。

  この真意は見え見えで、ダム反対派から代替案を吐き出させる、それを専門知識を持つ県の技官を使ってことごとく否定していって、最後は「やはりダムしかないじゃないか」と言うところに落としていくというやり方は、今までも行政の使い慣れた手口です。

  我々には若干の自信もあったので、この話に乗って、ダム反対論を棚上げしました。さらに途中で基本高水の論議が始まると、これもちょっくら結論の出る問題じゃないと言うことで、一定の主張の後、これも論議から棚上げしてしまった。

  論議はもっぱらダムなしの治水計画が可能かどうかと言うところに焦点を当てて進めていきましたが、しかしそのためには、勉強しなきゃならない、専門知識も身に付けなくちゃならない、そのためには何より現地から学ぶと言うことで現地調査を重視しました。

  運動は、この部会が始まる前から準備を進めていました。ダム賛成反対の住民からほぼ同数の委員が選考されることから、レポ－トを添えた申し込みが必要でした。出来るだけ多勢の申し込みが必要だと言うことで申し込みを依頼するんですが、これがなかなかみんな尻込みをして大変でしたが、それでも賛成派の申し込み数を圧倒して、同数の委員を獲得することができました。

  私も反対派の団体代表で委員に選考されました。部会の構成は、県の検討委員会から４名、諏訪、茅野の両市長、住民代表で賛成派４名、反対派４名、中立的住民１名でしたが、どういうわけか中立的住民として選考された人は、こちらの仲間でした。

  部会が始まると、運動は、月一回の部会に対して、事前の準備を含めた対策会議、現地調査、学習  集会が持たれ、部会が終わるとその反省会や検討会が、毎月繰り返される。明けても暮れても、頭の中は治水問題だけという、しんどい日々が一年間続きましたが、ここには運動を担っていた団体や政党、市民が多数参加していました。ビラまきの必要があれば、その面のプロで配布網を持っている共産党が、あっと言う間に全市に配布してくれる等、近年にない統一した運動が展開された事も特徴的です。技術的な手法では、諏訪地方には古くから運動と学習が一体となって進められると言う良き伝統がありましたし、環境会議を中心とした、江戸期に学ぶという学習の中から、古い伝統的な治水技術の知識もあり、これが大いに力を発揮しました。

  ところで、吉村県政時代の県の官僚、といってもたかだか一地方の建設事務所職員なんですが、当時これ等の職員は共通して威張っていました。そして平気で嘘をつく、その嘘がばれても決して謝らない、これがほぼ共通した体質でした。

  話は少し遡りますが、脱ダム宣言が出された頃です。下諏訪ダムを巡る町民集会が開かれたんですが、ここで当時の建設事務所長名の「脱ダム宣言は間違っている」「ダムは必要だ」という文書が配布されました。文書を書いたのはこれも当時のダム課長だったんですが、上司である県知事の方針に公然と反対すると言うことは、これは明かな地方公務員法の服務規定違反です。

  当然大きな問題になって、さすがに当時の土木部長、光家康男という、徳川の家康と家光を合体させたような、人を食ったような名前の、一説には、吉村知事の奥方が、運勢見をして改名させたといわれている名前ですが、その彼もたまりかねて厳重注意という処分を下しました。

  しかし私たちは、厳重注意だけでは、又同じようなことをやりかねないとして、「辞職勧告書」を作って建設事務所長室にいきました。  かなりの長時間、押し問答をしたんですが、さすがの所長も最後には音を上げて平謝りで、私にも妻子がいるんで辞職だけは勘弁してくれ、こんごこのようなことはしない、という約束をし、私たちもそれで納得をしました。そんな事がきっかけでこの所長とはその後、非常に仲睦まじい関係になり  上川部会の論議にもそれが活かされると言うことになりました。  やはり怒るときは怒らなきゃいけない、怒らずに事を見逃していくから、やりたい放題がまかり通るんじゃないかと思います。その後も上川の治水上、特に流下能力が不足していると言われる地点の数値がおかしい、追求していくと、結局良い加減な数値だったりすると言う問題でも、徹底的に追求して改めさせる、と言うことが何度かあって、環境会議と言うところはおっかないところだ、なんて言う話も広まっていったんですが、こういう毅然とした態度が、行政に対しては必要な時期でした。  上川部会の論議や、脱ダムネットの活動の基本は、徹底した現地調査にあったと思います。

  蓼科ダムが計画されていた上川と言うのは、諏訪湖への流入河川中最大河川で、大きな支流が５本もあります。その内の一番小さい支流が浅川と同じ位、と言うことでもお分かりかと思いますが、県下でダムが計画されていた９河川中、最も大きな川で、流程は支流を含めると１００ｋｍもあり、流域面積も諏訪盆地のほぼ７割、５３０平方キロもある。

  この広大な流域をダム課の職員と一緒に何度も歩きました。県の職員、ダム課にしても河川課にしても、ほとんど上川を歩いていないんですね。一緒にこの広大な流域を歩き廻りながら、ダムの効果なんかについて話をしていく中で、こんなどでかい川に豆粒ほどのダムが効果あるのか、と言うような気分になってきて、しまいにはダム課長が「我々もだんだん自信がなくなってきた」と言い始めるような状況が生まれていきました。こんな中で県の職員も変わってくる、これはダム賛成派の部会員も同じではなかったかと思います。

  もう一つ現地調査を進める中でで明らかになったことは、上川の過去最大の洪水とそれによって起こった最大の水害は、昭和３４年８月の７号台風で、その復旧が全くできない内に追い撃ちをかけるように一カ月後に伊勢湾台風が来襲したんですが、その時に押し出された膨大な堆砂や岩石群が４０年以上たった今も手付かずのまま放置されていると言う河川の状況でした。

  放置されているばかりじゃなくって、その上にどんどん木が生えて、林のようになっちゃってる。  上川と言うのは中流から下流にかけては非常に広い河幅になってる、１００ｍから１５０ｍもある、そこが鬱蒼とした森林のようになってる。

  これは西村県政時代、更に吉村県政時代と二代に渡って、維持管理事業が放置されてきた結果なんですが、大きな河川整備事業、大改修事業を計画している、そんな最中にも大雨が降るかも知れない、そうすればこの堆砂や河川の中に生えた樹々が流れだして大災害を起こすんです。

  昭和３４年の７号台風は、拡大造林政策で皆伐されていた八ヶ岳の材木が流れ出し、それが詰まって自然ダムが出来、これが一気に崩れたことで鉄砲水を起こした「人災」とも言われているんですが、これと同じ状況が起きる。これをまず解決する事が第一の課題である。

  そう言うことが現地調査を続ける中でわかってきた。これは建設事務所も認めざるを得なかった、というより、一緒に上川の現状を見て歩くことで、始めて認識したと言う所ではなかたかと思います。以後、この課題をどう処理していくのかと言う論議が、ダムなしの治水代替案の論議と平行して続けられるわけですが、私は上川部会の論議の中で、最も大きな成果だと思うのは、治水と言う問題を根本から勉強し直した、昔から「治山治水」と言う言葉がありますが、洪水対策と言うのは降った雨が川に流れ出してから、流れ出すと水は纏まって巨大なエネルギ－を持つようになりますが、みすみすそんな状態になるのを待って堤防を作ったりすると言うことになると、莫大なお金と力が要ります。  そうではなくて、昔のようにもっと治山と言うところに目を向ける、降った雨が出来るだけ流域に保水されて流出しないようにする、又は流出の時間を遅らせる、そうすればもっとソフトな治水ができるんじゃないか、そんな考え方が出てきました。

  私たちはこの考え方をまとめる中で、治水対策を「流出前対策」と「流出後対策」とに分類したんです。「流出前対策」は、流域対策でありソフトな手法です。「流出後対策」は、今までのような河川改修などのハ－ドな手法です。こんなふうに整理して考えてみるようになったら、今まで混沌としていた治水対策のあれこれがすっきりしてきたんです。

  明治以来の近代河川工法は、所謂治山、流出前対策を完全に放棄し、というより国土開発政策を優先する中で、山地からの降雨の流出を増大させてきた、言ってみれば河川への流出を増やして、その流出量の増大を人質みたいにしてダムが必要だ、巨大なコンクリ－ト堤防が必要だと言って、公共土木事業を推し進めてきたんです。しかし最近の異常気象の中では、新潟、福井の大水害、又は九州の一日雨量１０００ｍｍなんていうとんでもない雨が降るようになると、流出後対策だけでは日本中の河川をコンクリ－トの要塞みたいにしなければ防げない、と言うことになってきた。

  近代治水の破綻です。そうではなくて、これからの治水はもっと治山と言う考え方、流出をいかに抑制するかと言うところに力を注がなければならないんじゃないか、そこから流域対策という方向が見えてきたんです。ここが部会論議の一つの転機になりました。幸い上川部会には、県議のお一人を除いてはダム賛成派も含めて、みんな常識人で性格の良い方々が揃っていたんで、これは浅川部会とは大分違うようですが、非常に幸いしました。

  流出前対策と流出後対策が組み合わさって、はじめて総合治水と呼べる訳ですが、この方向が確認されると、部会の中では様々なユニ－クな提案がされるようになりました。

  その中の一つが、「水田貯留」という案です。もう一つが「河道内遊水地」ですが、このれらの案は県が浅川や砥川で安直な提案をして、散々批判を浴びて出したり引っ込めたり、醜態を演じたことで有名ですが、一部報道では県の独自案という様な書き方をしてますが、これは誤りで、上川部会で提案され、部会報告となったものです。

  これには条件がありましてね、どんな水田でも貯められると言うもんじゃないんです。河道内遊水地もそれが可能かどうかはその川に適地があるかどうかにかかってるんです。

  水田貯留では、圃場整備事業によって作られた過大設計による水田で始めて可能なんです。

  昔からある畔の低い田圃に水を溜めたってそんなに溜まるもんじゃない、深く水を溜めたら畔が崩れちまう。圃場整備事業では、軽トラックが走れるような土手だったり、畔の高さが８０ｃｍもあってお年寄りが転げ込んだら足の骨をオショル様な、そんな無駄で過大な水田が作られ、その面では批判の的になっている物なんですが、これを逆手に取って治水に利用しようと言うわけです。

  この水田に雨水を約２０ｃｍくらい貯めよう、この深さだったら稲作で普通よりちょっと深水くらい、畔が崩れるなんて心配はありません。これで地方事務所の土地改良課に計算してもらったところ諏訪地方の圃場整備済水田の約８０％に貯めると、蓼科ダムの約１、５倍貯められるという結果が出ました。ダムのように流れ出した流水を貯めると言うものではないんです。降ってくる雨を貯める、２０ｃｍを超えたら自然に流れ出すようにアトを工夫すれば、あまり人手をかけずに、これだけの効果が上げられると言うことがわかりました。

  河道内遊水地も浅川の流域対策として、安直に提案した。あれは土木部が馬鹿だったんですね。

  これにも条件がある、何処でもかしこでもできるってもんじゃない。河道内遊水地というのは川の中に堰堤状の物を作って、普段の流れは開けてある所を流れる、洪水になってそこを流れ切らない水がつっかかって滞留する、その時間差でピ－ク流量をさげるというのが原理です。

  これが作れる条件と言うものがあります。それは両岸が高く堅固である事、これは安全の問題です。河幅が広く河川勾配が緩いこと、これは費用対効果の問題です。

  ですから浅川の様な急勾配で河幅の狭い川に作ろうとしたら、県が示したような３０ｍもの堰堤を作らなきゃならなくなって、ダムと同じじゃないか、なんて言われるんです。

  私たちは現地調査で上川を歩く中で、上流部には両岸が３０ｍもの岩壁になっていて河幅も１００ｍ～１５０ｍもあり、河川勾配も緩やかな所が随所にある。こんな場所を徹底的に使おう、ということになって河道内遊水地という案が生まれたんです。

  最近では、この名前は浅川なんかで余りにも評判が悪くなってしまったんで、「河道内緩流」とか「河道内滞留」と言うような呼び方にしようかと考えているところですが、これが又怪我の功名で、緩流とか滞留とかと言うことになれば、今度は河幅には拘わらず、両岸の堅固さと高さだけあれば効果が見込めます。そんな場所では河川敷に、流れを阻害する障害物を設置することで、流出時間を遅らせることができる。そんな考え方が新たに生まれてきました。

  これらの流域対策は部会の後に設置された「上川流域協議会」で具体化が進められていますが、部会でもこんな案が出てくると、全体としてダムなし治水案が面白くなってきて、熱が入って来るようになっていきました。ダム反対派ばかりでなく賛成派からも「俺にはこんな案がある」「俺はこんなことを考えてる」なんて言う具合になってきて、だんだん「ダムはいらないんじゃないか」と言う雰囲気になってきたんです。しかし我々としては、ありがたい風向きではあるが、やはりそのまんま進んでいったんじゃあ面白くない、と言うんで最後の締め括りに３時間に及ぶダム反対論をぶって締め括ったわけです。反論はなく、上川部会は全員一致でダム計画を中止し、ダムなしの治水で行くということになりました。これは県下の９河川に設置された部会の中で、上川部会だけです。

  他は何処も最初から喧嘩しちまったばかりに、両論併記という結果でした。

  上川部会はダム中止を全員一致で決めたと言うこともさることながら、一年間かけてダム中止後の治水案を検討してきた、そして部会が終了する時点ではその骨子が出来上がっていた、と言うところに大きな特徴があります。ですから次の段階としての流域協議会になっても、全く困らないんです。  その流域協議会と言う機関の設置も、実は上川部会の提案で、これを田中知事が政策化して実現したものです。上川部会報告では「今後河川改修、及び流域対策を進めるにあたっては、広く住民の参加を進めるとともに、住民・行政が参画する流域協議会を設置する」事を、優先すべき対応策とする。としている。これは全国で始めての試みです。

  現在県下の９河川に流域協議会が設置されて、その河川の治水問題を論議している最中です。

  上川の流域協議会は、部会当時我々が主導権を取ったと言うこともあって、約５０名の住民代表会員と諏訪市、茅野市、建設事務所、地方事務所、保健所によって構成される協議会の座長選出では、座長に塩原環境会議会長、座長代理に木川脱ダムネット・茅野幹事が選任されました。

  上川流域協議会には、上川部会が提起した多くの重要な課題があったので、これを効率良く論議していく為に課題別ワ－キンググル－プと、そのための運営委員会を設置しました。

  運営委員は各ワ－キンググル－プのグル－プ長で構成されます。このメンバ－も全員脱ダム派で占められました。最初の大きな課題は、上川の河川整備計画の作成です。

  長野県は、長野県治水、利水ダム等検討委員会の知事答申を受けて、県下の９ダム計画をすべて中止するという決定をしたけれども、これだけでは国の補助事業であるダムを中心とした治水計画は完全に中止というわけには行かない。完全な中止には、国、ここでは国土交通省と言うことになるわけですが、そこが認めるダムなしの河川整備計画を立案しなければならない。

  この計画が国に申請されて、それが認可されたとき、はじめてダム計画が大筋で中止という事になるわけです。ですから上川の流域協議会としては、何がなんでも国土交通省が認める、ダムなしの治水計画を立案しなくてはならない。これが協議会の最初の大仕事でした。

  上川の治水計画については、上川部会当時既にこの部会が名づけた「上川方式」と言う、これは大枠の治水方針なんですが、そう言うものがありましたから、それに基づいて論議が進められました。  ダム計画に基づく整備計画では、１００年確立によって想定される大雨が降った時、これだけの出水が想定されると言うそのピ－クの流量を「基本高水」と呼ぶわけですが、上川では基準点の神橋で毎秒１､１２０立米と言うことになっています。この流量に１００％対応する整備計画でなくてはな

らないと言うことでした。ダムなしの整備計画でも、そう言うことが要求されていたわけですが、先程も述べたように、上川部会では総合治水と言う観点から、洪水への対応を流出後の対策ばかりでなく流出前の対応も含めてやろうということですので、河川の堤防強化や河幅の拡幅と言ったハ－ドな改修は５０年確立分でやろう、残りは流域対策で賄おうという考え方、これが上川方式であったわけです。勿論こんな考え方は、全国何処でも採用されていませんが、流域協議会もこの考え方をもとに論議が進められました。１００年確立を５０年確立にすると言うことは、一般的にはピ－ク流量を半分にすると受けとめられがちですが、流量から言えばこれは約８０％に当たるんです。

  同じ頃、というより上川より論議が先行していた砥川の方は、相変わらず１００年確立分全てを河川改修で達成しようとして、揉めていました。ダム賛成派の残党は１００年確立での改修を主張する、これは無理とわかっていての嫌がらせや、あわよくば又ダムが復活するんじゃないかと言う期待からそんな横車を押すわけですが、脱ダム派としては、１００年確立での河川改修は、基本高水を低くする以外にないという主張ですから、ダムの是非を問う論議と同じ平行線です。

  そんな論議を続けていたら、いつまでたっても整備計画はできない、出来なければダムも完全な中止とならない、というので環境会議を中心として調整が行なわれ、砥川も上川方式で行くと言うことになりました。これで上川も砥川も同じ出発点に立ってそれぞれの整備計画が立案され、諏訪圏河川整備計画として国土交通省に申請がされました。

  上川の整備計画立案、どこを引き堤し、どこを嵩上げするか等と言う具体策の大半は、流域協議会が提案し決めたと言っても過言ではありません。地形の測量や流量など技術的な面を建設事務所が担い、方策等を協議会が提案するという、今までにない形が行政との間に生まれています。

  こうして申請が行なわれ、ほとんど大きな修正もなく、この３月に国土交通省がこれを受理しました。これによって蓼科ダムと下諏訪ダムの計画はは完全に消滅しました。

  これは大事なことです。ダムなしの河川整備計画が出され、これが国の認可を受けなければ、いつまでたってもダム計画はおしまいにならない。一方その河川整備計画に難癖をつけて、悪戯な論議を続けていれば、いつまでたっても河川整備は始まらない、それでダム計画を復活させようと目論んでいるとしたら、これはとんだ見込み違いです。国の財政事情や、新しくなった河川法の方向、そして何より住民合意が得られない事から、最早ダムを中心とした河川整備計画は、陽の目を見ないと言うのは誰の目からも明かです。

  災害は口角泡を飛ばして議論している間にも、いつ起こるか知れません。本当に沿川住民の安全を考えるなら、多少の不足は譲って、一日も早い河川整備を急ぐべきではないか。

  これは上川部会の基本姿勢でしたが、この爪の垢でも煎じて飲ませたいような首長が、長野市とその周辺には多すぎます。さて上川流域協議会では、治水の目的として残されている流域対策、これは森林の保水力増強であるとか、降雨の水田による貯留であるとか、又は河道内の遊水地、緩流、滞留方法等が目玉ですが、この検討に入っています。

  非常に専門的な論議ですし、そのほとんどが全国どこにも実施例がない、全く新しい試みなので、これを専門グル－プ、所謂ワ－キンググル－プに分けて検討しています。上川を上流と下流に分けた二つのグル－プ、水田貯留、基本高水、ダム計画の跡地利用のグル－プが、今活動しています。

  各ワ－キンググル－プが月一回の会議プラス現地調査、これを統括する運営委員会、全体会議があります。このグル－プへの参加は自由ですが、最低上流か下流のグル－プのいずれか、あとは流域対策の三グル－プの内いずれかが義務付けられていますが、複数のグル－プ参加も認められていて、私なんかは、下流のグル－プを除く全てに入っていて、おまけに上流のグル－プ責任者と言うことなので、多いときには月の内１０回程も会議だの調査だのがある。

  日替わりで別のことを考えてなくちゃ勤まらない、身から出た錆と言われればそれまでですが、おかげでボケなんで済むのかも知れないなんて思っています。

  こんな活動が進んで、県の職員もずいぶん変わってきたんですが、ある時、運営委員会に変な情報が入ってきた。それは、流域協議会の知らない河川工事があちこちで行なわれている、と言うんです。  上川は昭和３４年の７号台風によって運ばれた堆砂とその上にできた樹木等で川が荒れている、これを早急になんとかしなきゃならない、その維持管理事業は県単独事業だけれども、県は吉村県政時代に作られた、１兆６千億円というとんでもない借金を抱えて、なかなか予算計上できない、そんな事情がある中で、河川を歩いてみると、あちこちで遊水公園のような不要不急な工事が行なわれている。この問題をある時の運営委員会で糾したんです。そこで県の職員、河川課長でしたかが言うには「沿川の愛護団体や、隣接する区等から要望が出てくる、これを無視するわけにはいかない」。

  そこで我々は頭にきた。河川の安全を確保するために、緊急に必要な工事が随所にある、それは建設事務所も承知しているはずだ、しかし県はお金がないと言ってなかなか予算化しない、そんな中でいくら慣例と言っても、遊び半分目的の工事に乏しい予算を使ってどうするんだ、冗談じゃない。

  と言うことになって、何度か会議を持つ中で、ようやく河川課も折れました。その結果、「今後どんな工事であろうと、それが案の段階で全て流域協議会に図る事。それを流域協議会で検討して、今の緊急度に照らして妥当だと判断できるものについてのみ計画を進める」と言う結論に達っしました。建設事務所はかなりシブシブ、という状況でしたが、建設事務所も入っている流域協議会の本会議で全員一致決定となり、今では上川に関する限り、流域協議会の了承なしには一切の工事計画が立てられないと言う状況になっています。

  今後はこの状況をもっと多方面に広げようと思っています。こうゆう状況、県という権力と住民との関係が、今までは官の下に民があると言うことが当たり前で、今でも全国全ての地域でそう言う状況になっていると思うんですが、上川の治水に関しては、住民が主導権をとるという関係に大きく変わった。実はこれは、我々にも予想できなかった驚天動地の結果なんです。

  もう一つ、これに似た事例があります。私の住んでいる茅野市湖東と言う所の、すぐ近くに「御射鹿池」（みさかいけ）という人工の農業用溜め池があります。

  人工の溜め池ながら、長い年月、昭和４年完成ですが、今日までに湖畔の自然景観が素晴らしいものになっています。長野県所縁の日本画家、東山魁夷画伯の代表作である「緑響く」という名画、青い湖面と青い森の湖畔に白馬が一頭描かれているお馴染みの絵ですが、この絵のモデルとなったと言われる池ですが、この池が老朽化して堰堤の補修が必要になったと言うことで、前から改良事業の補助金申請が出されていて、それが認可になったんです。田中県政誕生のちょっと前のことです。

  ところがこの改良事業の設計書を見て驚きました。堰堤の波除け部分や水路はコンクリ－トブロック、周囲は貯水量を増やすために削り取る、と言うもので、これでは名画の原風景は台無しです。

  当時環境会議のメンバ－の一人が、これに喰いついて、設計変更を迫っていましたが、なにせ当時は吉村県政時代、補助金申請の設計は、石一つと言えども変更できないと言う頑なさでした。

  これが田中県政が誕生して、上川部会が活動を始める頃、突然、諏訪地方事務所土地改良課から、池の設計変更の相談が持ちかけられたんです。

  環境会議との間で何度かの設計協議が持たれた後、こちら側が提起した設計、コンクリ－トは一切使わず、自然石を使うとか、周囲の岸辺は保全し、貯水量は浚渫で賄う、貴重な水辺植生は全量移植して保全し、完成後元に戻す等、全面的に採用されました。

  工事開始後は、地方事務所でも経験がないと言うことで、環境会議に設計監督をしてほしいという要望があって、近くでもある私がその仕事を引き受けるということで、無事御射鹿池本来の景観は全く損なわれることなく、完了したんです。

  いったん決まった設計が、環境団体の要求で全面的に変更されると言うことも然ることながら、それを官僚の側から積極的に働きかけてくるというのは、これは驚くべき変化です。

  吉村県政のもとでは、天地がひっくり返っても、起こる事ではありません。その意味で改めて、田中県政の目指したものの驚異的な前進を感じざるを得ません。

  そして、その民主化と時代の先見性をいち早く感じ取った職員は、確実に変わり始めています。

  平たく言えば、聡い、賢い職員は変わりました、馬鹿なのは未だに駄目ですけど。

  諏訪の運動の中では、そんな変化がはっきりと目に移ります。時間になったようですので、このへんで終わりにしたいと思いますが、最後に、これからの運動と言うのは、田中さんが言わなくたって住民が主人公、県民が主人公なんです。いままで私たちは、県民が主人公となるような県政を目指して運動を進めてきたんですが、しかし県民が主人公と言いながら、未だに県の役人が提案するのを待っていて、それを批判してばかりいる、こんな人達は主人公じゃないですね。

  諏訪の運動の素晴らしいところは、自分達で勉強し、研究して、県の技官以上に、・・・と言っても県の技官は以外と駄目なんですね。融通がきかないとか、現場の状況が分からない、治水の関係だったら恐ろしく古めかしい「河川砂防技術基準」にしがみつく、杓子定規な発想しかできない等と言うところがあって創造的でない。まあ、これは長い間の官僚と言うシステムの中にいて、半ば習性になっちゃってるからしょうがないんですが、これからの県民は、治水の分野に留まらず、様々な分野でそれに関係する住民が、自分たちの頭で考え、勉強しながら自ら政策を作っていく、その政策を県に実行させる、そいう事が大事になっていくんじゃないかと思うんです。

  そうなると県の職員だって楽なんですよ、無い頭絞ってその結果怒られるより余っ程良い、住民意見だから批判も少ない、意見が上がってくるのを待ってればいい、なんて怠慢は許されないとしても、プロとしての意見なり、デ－タなりを提供して住民との二人三脚やればいいと思うんです。

田中県政の誕生によって、県と県民の対立の構図が解消され、共に協力していく体制が模索され始めたという事です。この方向で一番大事なことが、県民にどれくらいの政策立案能力があるか、ということではないでしょうか。私たちは今後も諏訪の運動を通じて、行政と住民の協力と言う新しい長野県像を模索していこうと思っています。

  長時間の御静聴ありがとうございました。



